
１１１１　　　　総括総括総括総括

((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項

（給与減額の状況）

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

過去に、行財政改革プランに基づき行財政改革に取組んできたため実施なし

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

国の要請等を踏まえた

削減措置の取組

　　　　　千円

5,560

18.5

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

178,000 1,084,286

一人当たり給与費

２３年度の人件費率

（参考）類似団体平均

Ｂ／Ａ

％　　　　　　％

19.1

人 件 費

5,636

給与費 B/A

一人当たり給　　与　　費

　　　　　千円 千円 千円

　　計　Ｂ

　　　　　千円

別紙３

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　（２４年度末）

最上町最上町最上町最上町のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて

実 質 収 支 （参考）人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

区　分

区　分

9,811 5,864,234

人　

24年度

　　　　　　　千円

職員数

A
給　 料 職員手当 期末･勤勉手当

人 千円

154,672118 42,822467,524

千円

24年度

665,018

      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数である。

千円

105

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

　　　２　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

(H20)

94.2 (H20)

93.3

(H20)

94.2

(H25.４)

105.8

(H25.４)

102.3

(H25.４)

103.2

（H25）

※参考値

97.8

（H25）

※参考値

94.5

（H25）

※参考値

95.4

(H25.7)

105.2

(H25.7)

101.1

(H25.7)

101.4

90

95

100

105

最上町 類似団体平均 全国町村平均
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

　　　　① 一般行政職

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円 円

　　　　② 技能労務職

-

374,500

354,474

民　間

1.50

202,700円 1.88

247,200円

293,942円

-

497,300円

369,600円538 人

389,889円 376,341円

参考

- --

平均給与月額

429,300

Ａ/Ｂ

42.8 歳

337,554

333,295

（国比較ベース）

対応する民間の

類似職種

（国比較ベース）

平均年齢

（Ａ）

平均給与月額

49.9 歳 ―

区　分

54.6 歳

58.2 歳

9 人

山形県

3 人

国

331,000円

365,980円

（Ｂ）

平均給与月額

309,534円

55.8 歳

354,878円

347,133円 53.7 歳

272,119円

-

自動車運転手

385,133円382,700円

-284,438円

-

参考

年収ベース（試算値）の比較

272,863円類似団体 48.7 歳

　最　上　町

うち給食

うち用務員

-

用務員

うち運転手

民間

Ｃ/Ｄ

区　分

公務員

7 人

347,700

1 人45.9 歳

51.6 歳

公　務　員

区　　分

44.2歳

類似団体

山形県

最上町 41.5歳

平均年齢

国 43.1歳

372,830円

42.7歳

322,600円

45.6 歳

313,430

-

平均給与月額

5 人 調理員

平均給料月額

-

1.97252,100円

- -351,400円

367,517円

-

309,767 353,740

平均給与月額

-

平均年齢 職 員 数 平均給料月額

372,720円

-

(332,446) (405,463)

376,257

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（25年4月1日現在）

－

307,220

-

（286,850円） - （325,400円）

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による措置がない

円 円

円 円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

263,100

― ― ―

経験年数 10年 経験年数 20年 経験年数 25年

3,512,800円

円

うち運転手

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成22～24年の３ヶ年平均）

中　学　卒

（Ｄ）

-

6,039,053 2,809,400円

Ｃ/Ｄ

7,526,360

―

経験年数 30年

317,133

385,100

374,800

404,800

―

- -

6,014,388

172,200

　に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　最　上　町

うち給食

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

2,879,600円

161,600 円

山形県

大　学　卒

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍にしたものに、公務員においては前年度

国区　　　　　分

140,100

一般行政職

163,987 円（172,000円）

最上町

高　校　卒

技能労務職

140,100

133,100

(注)　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

133,418 円（140,100円）

121,600

区　　　　分

―

一般行政職

技能労務職

355,200大　学　卒

125,400

386,500

(2) 職員の初任給の状況（25年4月1日現在）

(3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

うち用務員

　　　　とした場合の値（減額前）である。

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などのすべての諸手当の額を

　　　　合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

（Ｃ）

135,600 ―

円 円 円 円― ― ――中　学　卒

技能労務職
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（注）１　最上町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

12.6%

構成比

９人 10.3%

２２人

職員数

26.4%２３人

１１人

　

１１人 12.6%

100%８７人

課長の職務、室長、事務長、事務局長及び主幹の職務

困難な業務を処理する係長及び主査の職務

課（室、局）長補佐、給食センター所長、保育所長、幼稚園長及び専門員の

職務業務名を冠する主査

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（25年4月1日現在）

12.6%

区　　分

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

標準的な職務内容

25.3%

１１人

２　　級

計

主任の職務

係長の職務､主査及び困難な業務を処理する主任の職務

主事の職務１　　級

356,400円

390,100円

１号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

135,600円 243,700円

402,500円

424,600円

185,800円

222,900円

261,900円

289,200円

320,600円

309,200円

３級

４級

12.6%

４級

16.3%

４級

29.3%

５級

25.3%

５級

25.6%

５級

19.6%

６級

12.6%

６級

12.8%

６級

12.0%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

 　　　　　　　

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

  　人事評価制度導入途中で、人事評価は昇給に反映させていない。

　　毎年１月１日現在において、所属長からの報告により各職員の前１年間の勤務成績を判定し、昇給の号給

　数を決定している。

　　勤務実績に著しい不良（懲戒処分等）があった場合や顕著な功績があった場合は、所属長からの報告によ

　り町長が判断して、昇給を抑制又は特別に昇給させる。

１級

26.4%

１級

20.9%

１級 9.5%

２級 9.3%

２級 5.7%

２級

2.1%

３級

12.6% ３級

15.1%

３級

22.1%

0%

10%

20%

30%

40%

平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

2.60

勤勉手当

最 上 町

2.60

勤勉手当

1,531

1.20

1.45

期末手当

0.6

自己都合 勧奨・定年 自己都合

1.45

●管理職加算　１５～２５％

勧奨・定年

●役職換算    　５～２０％

勤続２０年

勤続２５年

55.86

国

勤続２０年

勤続２５年

最高限度額最高限度額

32.83

１人当たり平均支給額（24年度）

国

23.03

46.55

38.955

55.86

勤続３５年

55.86

勤続３５年

1.35

0.65

(2) 退職手当（25年4月1日現在）

●管理職加算　１０～２５％

1.400.65

1.35

●役職換算　５～１５％

2.55

32.83

55.86

28.787523.03

山 形 県

期末手当

-

38.955

　　基準日（６月１日、１２月１日）前６ヶ月間において、懲戒処分を受けた職員については、成績率に差を

　設けて手当額を決定している。

勤勉手当

46.55

28.7875

最 上 町

１人当たり平均支給額（24年度）

1,426

●役職換算　    ５～２０％

期末手当

55.8655.86 月分 月分 月分 月分

早期退職特別措置(2～20%加算)

－

一般行政職員 全体

－

(3) 地域手当   （25年4月1日現在）

制度はありません

（支給実績はありません）

千円

　円

　％

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

左記業務に従事した職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

25,818千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給単価

最高限度額最高限度額

精神障害者護送手当

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

感染症等の病原体の付着した

物件の処理

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

死体取扱作業手当 左記業務に従事した職員 １件当たり1,000円

手当の名称 主な支給対象職員

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

181

支給実績（２４年度決算）

19,699

検死等の補助作業

日額300円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

その他の加算措置その他の加算措置

55.8655.86

24,388千円

19,161

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

3

日額300円

護送業務

181

55.86

（勧奨退職時特別昇給　50歳以上20年勤続者　4号給）

55.86

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

防疫等作業手当

早期退職特別措置(2～20%加算)

１人当たり平均支給額　　　　

(4) 特殊勤務手当（25年4月1日現在）

左記業務に従事した職員
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（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円－

364,500

円

83,412

319,385

175,000

（24年度決算）

円

円

円

68,989

円

円

円

円

円

(6) その他の手当（25年4月1日現在）

国の制度

との異同

円

国の制度と

異なる内容

平均支給年額

千円

826,500

255,823

配偶者13,000円、それ以外

6,500円～11,000円

給 料 月 額 等

千円

千円

620,000

575,000

265,500630,000

町　　長

副 町 長

教 育 長

－

通勤手当

異

異

家賃の額に応じ支給

内容及び支給単価

扶養手当

初任給調整手当

同

異

同

１時間単価の25％

宿日直手当

勤務一回

4,200円～20,000円

寒冷地手当

支給実績

4,152

千円

千円

千円

距離区分

円

支給職員１人当たり

千円

単身赴任手当 同限度額45,000円

6,839

千円

8,416

（24年度決算）

15,861

2,224 247,167持家の場合

175

同

手　当　名

休日勤務手当

820,000

820,000

620,000

月55,000円～306,900円

区　　　分

管理職員特別勤務手当

千円

同

異

同

同

月 7,360円～17,800円

夜間勤務手当

管理職手当

勤務一回　4,000円

祝日法による休日等に勤務し

た場合

総務課長･会計管理者32千円

その他課長28千円

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（25252525年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

給

料

千円

千円

住居手当

通勤距離に応じ支給

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

         勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

145,100

22,317,100円

　　（２５年度支給割合）

270,000

284,000 164,000253,000

575,000

316,000 320,000 200,000

報

酬

期

末

手

当

2.90

　　（２５年度支給割合）

2.90

議    長

副 議 長

233,000

620,000円×在職月数×100分の33.1

575,000円×在職月数×100分の23.6

教 育 長

233,000

820,000円×在職月数×100分の56.7

（１期の手当額）

町    長

議    員

副 町 長

教 育 長

備　　　　考

議    員

議    長

副 議 長

副 町 長

教 育 長

町    長

6,513,600円

任期毎

9,850,560円 任期毎

任期毎

316,000

253,000

退

職

手

当

5



６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　　 人

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　　 人

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

主な増減理由

13

26

185

[   235    ］

職 員 数

189

普

通

会

計

部

門

土　　木

総　　務

税　　務

農林水産一

般

行

政

部

門

商　　工

小　計

民　　生

衛　　生

計

　　　　　　区　　分

　部　　門

合　　計

教育部門

病　　院

水　　道

そ の 他

下 水 道 1

[   235    ］

小　計

+4

　公

　営

　企会

　業計

　等部

　  門 69

26

2 2

平成２４年

+287

7 -1

（類似団体の人口1万人当たり職員数120.64人）

  民生一般部門の充実、保育業務充実による増+2

　業務連携による減

+2

議　　会

平成２５年

（類似団体の人口1万人当たり職員数98.4人）

6

2

+1

+2

[   0   ］

1

7 6

1111

71

20

89

118 116

29

7

18

7

対前年

増減数

8

90.7

120.3

192.6

8

57

2

  保健衛生部門の充実による増

29

　看護師の欠員補充、勤務条件の改善による増55

13

+2

　

人

以上

人 人

計

1

職員数

28歳

18 15

～～～～ ～

9

人

～

23歳

区　分

人 人

～

20歳

35歳

20歳

～

31歳 43歳

32歳

27歳

36歳

59歳

24歳

～

未満

27 31

人

1813

人人

56歳52歳

51歳

48歳

55歳

44歳40歳

人

39歳 47歳

～

2117 19 189

60歳

人 人

(2) 年齢別職員構成の状況（25年4月1日現在）

人

0

5

10

15

20

25

Ｈ２０構成比

Ｈ２５構成比

%

6



(3) 職員数の推移

７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

(1) 病院事業

① 職員給与費の状況

  ア 決算

　　　　　　　

30 30

68

２５年

89

29

118

71

119

２２年 ２３年

8990 92

194

給　  与  　費

188

純損益又は

実質収支

30

123

千円　

71

期末・勤勉手当

千円

369,5141,013,939

Ｂ　

36.4

千円　

28,765

122120

68

Ａ  

２１年

93

２０年

総費用に占める

普通会計 計

教　  育

87

29

116

２４年

過去５年間

の増減数（率）

（単位：人・％）

30

職員給与費比率

（ 2.6％）

23年度の総費用に占

185

職員数 A

％

区　分

24年度

　　　　千円

職員手当

▲ 5

（参考）市町村平均

　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　千円千円

職員給与費

人

　計　Ｂ

千円

給　 料

187

一般行政

　　　　　　　年　度

　部　門

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（ただし、教育長は含まない。）

総 費 用

69

189185

63公営企業等会計 計

総 合 計

区　分

34.9

一人当たり

千円

　（参考）

千円

める職員給与費比率

％

一人当たり給与費給与費 　　B/A

（4.3％）

（3.3％）

（4.0％）

（ 0.0％）

▲ 4

▲ 1

▲ 5

0

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費0円を含まない。

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

③ 職員の手当の状況

  ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２４年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　期末手当　

1.45

1,3311,414

医 師

44.2

１人当たり平均支給額（２４年度）

事 務 職 員

　　　　　　区　　分

千円

70,908 77,771

１人当たり平均支給額（２４年度）

医 師

看 護 師

勤勉手当

43.7

44.4

看 護 師

45.0

最　上　町　（病院事業）

-

565,922

類 似 団 体　（病院事業）

●役職換算　５～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.65

56 220,835

最上町

類似団体平均

　　　　　千円千円人

事 務 職 員

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（25年4月1日現在）

千円

24年度

6,763369,514

基 本 給

6,598

千円千円

451,16638.5

43.5

286,732

504,201332,456

-

平　均　年　齢

2.60 1.35

1,380,847

平均月収額

341,323

1,771,827513,600

485,680

337,793 502,267

7



（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 早期退職特別措置(2～20%加算)

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

  ウ 地域手当

制度はありません　

千円

　円

　％

千

円

千

円

  オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

23.03

一部又は全部深夜に

看護業務に従事したとき

医  師

看護師

主な支給対象職員

32.83

勤務の特殊性研修奨励の

為

22,099

6,243

（勧奨退職時特別昇給　50歳以上20年勤続者4号給）

55.86

32.83 38.955

最上町　（一般行政職・団体平均）

28.787523.03

5,570

職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

　

支給実績（２３年度決算）

　

5,882

　

113

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 118

主な支給対象業務 支給実績(24年度決算)

早期退職特別措置(2～20%加算)

  イ 退職手当（25年4月1日現在）

46.55

最　上　町   (病院事業)

55.86

38.955

55.86

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

28.7875

58.2

千円- 25,818

（勧奨退職時特別昇給　50歳以上20年勤続者4号給）

55.86

55.86 46.55

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

支給実績（２４年度決算） 26,209

55.86

  エ 特殊勤務手当（25年4月1日現在）

１人当たり平均支給額　　　　

　

１人当たり平均支給額　　　　

手当の名称

2

819,056

手当の種類（手当数）

深夜看護手当 １回当たり1,000円～3,000円

医師手当

左記職員に対する支給単価

月額100万円以内

支給実績（２４年度決算）

千円

　

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

千円

千円

千円

千円

3,547,200

513,169

66,836

150,253

千円

3,675

6,671

一般行 政職

の制度 との

異同

同

一般行政職

の制度と異

なる内容

手　当　名 内容及び支給単価

同

単身赴任手当 限度額45,000円 同

扶養手当

配偶者13,000円、それ以外

6,500円～11,000円

通勤手当

休日勤務手当

祝日法による休日等に勤務し

た場合

同

管理職手当 給料月額の5%～20％

月55,000円～306,900円

寒冷地手当

住居手当 同家賃の額に応じ支給

通勤距離に応じ支給 同

同

宿日直手当

勤務一回

20,000円～4,200円

初任給調整手当

管理職員特別勤務手

当

勤務一回　4,000円 同

同

夜間勤務手当 １時間単価の25％ 同

月　7,360円～17,800円 同

5,522

平均支給年額

（２４年度決算）

千円838

支給職員１人当たり

212,390

830,400

  カ その他の手当（25年4月1日現在）

10,641

千円

3,997

千円

千円

千円

4,357

支給実績

（２４年度決算）

279,333

千円4,152

114,211
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